
18人 々 の インフラに 関 する５つ の 視 点

途上国におけるインフラは、非常に低い水準に留まっており、後

進国との間に巨大な「インフラ・ギャップ」が生じている。整備水

準は人口密度・地域によって基準が異なるため標準化した比較

が難しい点はあるが、発展段階別にインフラ整備水準を見ると、

上下水道といった社会インフラに比べて、電力・運輸などの経済

インフラにおいて相対的に大きなギャップが存在している。インフ

ラストック（インフラ施設量を貨幣単位へと換算）について比較

を行うと、そのギャップはさらに明確に示され、低所得国と中所得

国の１人当たりインフラストックは高所得国のそれに対してそれぞ

れ1/13、1/10である。

また、世界銀行の試算によると、途上国のインフラ整備需要は、

全体で年間約2,330億ドル（World Bank Policy Research 

Paper 3102）、維持管理費が約2,320億ドル、両方でGNPの

約5.5%に及んでおり、引き続きインフラへの膨大な投資が必要

とされている。しかしながら、ODAはこの需要の10%を賄うのみで

あり、民間投資についてもピーク時から半減して、約600億ドル／

年となっている（世界銀行）。このため、インフラギャップを解消す

るための資金は大幅に不足している。

5 アジアの人々 アフリカの人々：インフラギャップの解消

所得階層別のインフラ整備状況

鉄道沿いのスラム街に暮らす人 （々ジャカルタ、インドネシア）

出典：M.Fay & T.Yepes, 2003 より作成
高所得国における平均値を100 とし、各国の整備レベルを指標化し、
平均値をプロット（低所得国39 ヶ国、中所得国50 カ国、高所得国25 カ国）
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発展段階別にみたインフラニーズ

途上国のインフラ整備需要は極めて大きい。しかしながら、必要

とされるインフラサービスは国・地域ごとに異なり、経済成長、都

市化の進展、産業構造の変化、モータリゼーションの進展といっ

た発展段階に応じてインフラのニーズは変化する。したがって、イ

ンフラ援助を実施する上では、発展段階に応じたインフラニーズ

の違いを整理し、その国の置かれた社会経済状況を考慮するこ

とによって、その国が必要とするインフラ整備、技術援助を把握

する事が重要である。

低所得国では、概して農村人口が多く、水やエネルギー、衛生施

設などの基礎的生活施設が不足していることから、先ずこれら社

会インフラの整備が肝要であり、低所得国でも中所得国や高所

得国に匹敵する投資が行われてきた。この傾向は、特に旧社会

主義国で顕著である。また農業生産性の向上という観点から灌

漑施設整備も実施されてきた。しかし依然としてインフラの需要

が多いのは、単にインフラ水準が低いというだけでなく、過去のス

トックが有効に機能していないということも大きな理由である。灌

漑水路を整備しても水路のメンテナンスが悪く十分な水量が確

保できなかったり、水道の料金徴収が充分行なわれないために

維持管理がおろそかになり機能低下していたり、道路の舗装が

破損したままとなっているなど、いくつもの事例が見られる。このよ

うな状況を勘案すれば、インフラ整備はその国の維持管理能力を

高めることを含めて実施される必要がある。しかし維持管理の予

算が不足することも事実であり、維持管理能力を見極めたインフ

ラ整備を行なうことが重要であると言える。一方で、社会インフラ

への投資だけでは経済成長効果は低く、持続可能性を確保する

ためには、経済インフラへの投資も含め、均衡ある投資を行なう

ことが必要である。また、低所得国は一般に都市化率が低く、人

口密度が低い地域が主であることが多い。このような地域では、

都市部と比べて、同じ量のインフラのサービスを届かせるために

非常に多くのコストが必要となるものであり、このような特性を踏

まえた資金獲得方策が必要となる。

中所得国では、都市化の進展やモータリゼーション、工業化な

どによって、より大規模なインフラ整備が必要となる。また、経済

の離陸期にあるこれらの国においては、インフラ投資効果は非

常に高いことから、民間資本をインフラ整備に導入する可能性

が現実的になり、民間投資環境整備のための制度構築に対す

る技術援助や、触媒となるような試行的ビジネスモデルの実施

などが必要となるであろう。またインフラ整備に関しての援助に

ついてみれば、低所得国では資金も技術も不足しており、環境

影響評価支援も含め総合的な援助が必要であるのに対して、

中所得国では資金援助よりも技術協力へのニーズが高まる傾

向があり、民間投資環境整備など、より高度で多様な内容の支

援が必要となる。

発展段階によるインフラ投資と経済成長のパターン

インフラ投資効果を模式的に描くと、経済発展の

低い段階では大きくはないが、発展が進むに従っ

て次第に大きくなり、経済の離陸期から高度成長

期において顕著になる。また、経済発展が進みそ

れに応じたインフラが整備されてしまうと効果は頭

打ちになる。このようなロジスティック曲線のパタ

ーンが想定される。

貧困率
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比較的高い発展段階にある国において今後想定される
インフラギャップ

これまでに示した発展段階別のインフラニーズを考慮すると、特

にアジアにおける比較的高い発展段階にある国においては、以

下のような援助ニーズがある。

クロスボーダーインフラへの支援

近年のグローバライゼーションの進展に伴って、FTA 等を支える

クロスボーダーインフラが重要な役割を担ってきている。ASEAN 

においては、アジアハイウェイ構想などクロスボーダーインフラの

建設へ向けた取り組みが見られる。これは、圏域全体として経済

的社会的結びつきを強化し、国際競争力を強化して経済成長を

達成するとともに、域内の低所得国（ミャンマー、カンボジア、ラオ

ス、ベトナム）の発展を支援しようという試みである。援助機関は、

国境を越えた取り組みに対する支援が求められている。またこの

ような多国間での計画・事業は一般に複雑であることから、その

調整などについての支援も求められる。

地域格差是正・環境保全への取り組み

中所得国においては、開発と経済成長が最重要視されることが

多く、貧困格差の拡大や環境破壊などが進むおそれがある。した

がって、援助機関としては、このような有効な取り組みがなされに

くい分野における支援、あるいは民間による投資を誘発する触媒

のような高度な知的支援が必要となる。例えば、近年における二

酸化炭素の排出権取引などは有効な分野であり、既に取り組み

が進められている。また、中所得国においても、未だ貧困層が多

い地域が存在するなど国内の経済格差は大きく、タイやマレーシ

アでも、州間の平均所得格差は６～７倍となっている。一般にイ

ンフラの水準の低い地域では投資が行われにくく、貧困から脱す

ることが困難な状況にあるが、開発途上国においては、経済発

展を優先して都市部での投資が重視される傾向もあり、貧困地

域が貧困から脱することができるような資金協力が必要となる。

また、貧困地域は一般に労働力単価が低いことから、民間投資

を促進するために労働力を活用できるようにインフラを触媒として

整備していくといったことが必要となる。

○インフラ分野における民間の参入が活発になるため、規制監

督機関の能力構築が重要となる。（タイにおけるアンケート結

果より）

高度な技術への協力

比較的高い発展段階にある国においては、インフラの量的な確

保のみならず、様々な課題があり、それを解決するためには高度

な技術を必要とするものがある。先に述べた環境面での協力や

民間資金の活用などといった分野もこれに含まれるが、その他、

蓄積したインフラのアセット・マネジメント、リサイクル、ITSといっ

た新技術を必要とする分野、またプロジェクトマネジメント協力、

財源確保方策、組織や制度改善といった分野での需要がある。

更に技術の支援から協調へと移行すべきところも一部見られる。

○安全面などの基準も日本は進んでおり、技術協力を期待する。

（フィリピンにおけるアンケート結果より）

○今後はTechnical Assistance からTechnical Collaboration

へと移行すべき。（タイにおけるアンケート結果より）

○維持管理システムについてのフォローを期待する。（マレーシ

アにおけるアンケート結果より）

○品質管理やプロジェクトマネジメントに関する技術移転が行わ

れフィリピンにおいてモデル的な事業となった。（フィリピンに

おけるアンケート結果より）

ASEANハイウェイネットワーク構想

出典：ASEAN Transport Cooperation Framework Plan
(ASEAN Secretariat, 1999)
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JICA の取り組み

発展段階やインフラの種別により様々なギャップがあるなかで、

特に大きなギャップが存在する国々への協力、もしくは今後ます

ます重要になる維持管理において、また比較的発展段階の進ん

だ国における技術的に高度な環境面での協力などに取り組んで

いく。インフラギャップに関して、まず総量としての不足に対して、

民間資金の投資を促進する制度整備への支援、人材開発とい

った分野への協力やPPPに対する協力も途上国の発展段階に

応じて行う。他方で、公的資金についても税金その他の財源確

保に関する協力を行っていく。

発展段階によるインフラ投資と経済成長のパターン

低所得 下位中所得 上位中所得 高所得

都市化率（％）

貧困率（％）

インフラストック（＄）

想定されるインフラニーズ

想定される技術ニーズ

制度・組織

計画

実施・建設

維持・管理

30

35

730

社会インフラ、一次産業関
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（システムの総合化、効率性
改善）

・インフラ関連財政制度・
事業手法構築

・民間投資誘致・産業誘致
の環境整備

・インフラの基準・標準化

・住民参加手法等

・インフラの運営管理技術

・データベースの構築

（高次技術の取り入れ、外部
不経済の配慮）

・プロジェクトサイクル管理、
運営管理体制

・インフラ投資効果評価体制

・インフラ関連財政制度・事
業手法構築

・アセスメント・規制手法等

・関係者間合意形成

・建設技術開発

・住民参加・社会配慮

・アセットマネジメントの導入

・経営手法の構築

高度なインフラ、安全性や快
適性を高めるインフラ、修復

・治水・砂防、下水道、廃棄
物処理

・交通制御施設、物流施
設・アセットマネジメント

・環境保全、廃棄物リサイ
クル

都市化対応のインフラ、工業
化関連のインフラ

・上下水道

・道路、空港・港湾、通信、エ
ネルギー

・環境保全

（基本システムの構築）

・法律・徴税・金融等、基本
システムの構築

・インフラ整備の基礎情報
（地図等）整備

・上記セクターに関する基本
技術構築

・上記セクターに関する基本
技術

　出典：M.Fay & T.Yepes, 2003 より作成
注：インフラニーズ、技術ニーズについては、ODA実績などから作成
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よりよ い 明 日 を め ざし て

このレポートでは、これまでのわが国の開発途上国に対する援助

動向を分析し、その反省点を踏まえて、今後の開発途上国におけ

る人間に視点をおいたインフラサービスを提供する上で重要と考

えられる点を、５つの視点として取りまとめた。

これまで、わが国のインフラ分野での技術協力、資金援助がアジ

アを中心に行われてきた経緯から、本レポートにおいても特にアジ

アに見られるイシューをベースとしているが、地域が異なれば自然、

文化、貧困の形態もまた異なり、おのずと援助ニーズにも違いが

出てくる。また、紛争地域における復興支援という場面では、また

異なった視点からのアプローチも必要となる。

このような地域や現場の状況に応じてインフラサービスが適切に

提供されるためには、現場のニーズを十分に汲み取り、計画段階

からその成果が確認されるまでの一連のプロセスについて一貫し

た協力が必要であることは、先の５つの視点で述べられていること

であるが、それと同時に「インフラとは何か」を常に我々自身に問い

かけていくことも必要である。こうした不断の努力があってはじめて、

「人々の希望を叶えるインフラ」という本来の機能を発揮し、「人

間の安全保障」を促進していく重要なツールとなり得るのである。

ADB Asian Development Bank ： アジア開発銀行

BHN Basic Human Needs ： 基礎的生活分野

CDF Comprehensive Development Framework  
  ： 包括的開発のフレームワーク

DAC Development Assistance Committee  
   ： 開発援助委員会（OECD）

FTA Ｆｒｅｅ Ｔｒａｄｅ Ａｇｒｅｅｍｅｎｔ ： 自由貿易協定

GDP Gross Domestic Product ： 国内総生産

GNP Gross National Product ： 国民総生産

HIC High Income Country ： 高所得国

IEA International Energy Agency ：  
 国際エネルギー機関

JBIC Japan Bank for International Cooperation 
 国際協力銀行

JICA Japan International Cooperation Agency ：  
 国際協力機構

LIC Low Income Country ： 低所得国

MDGs Millennium Development Goals ：  
 ミレニアム開発目標

MIC Middle Income Country ： 中所得国

NGO Non Government Organization ：  
 非政府組織

ODA Official Development Assistance ：  
 政府開発援助

PPP Public-Private Partnership ：  
 官民パートナーシップ

PRSP Poverty Reduction Strategy Paper ：  
 貧困削減戦略文書

SWAps Secor Wide Approaches ：  
 セクターワイドアプローチ

WB World Bank ： 世界銀行
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財団法人 海外農業開発コンサルタンツ協会
及び会員各社の方々

世界銀行グループ、アジア開発銀行、UNDP、国際協力銀行

事務局
岡　有二（総括）
干山善幸
黒柳俊之
中村　明
紺屋健一
（以上  社会開発調査部）
運輸交通ワーキンググループ（グループ長  角前庸道）
都市開発ワーキンググループ（グループ長  梅永　哲）
農業農村基盤整備ワーキンググループ（グループ長  相葉　学）
（以上  社会開発調査部・農林水産開発調査部）
庄山高司
涌井哲夫
今井晴彦
成川正則
シーク実美
出ッ所幸子
金子素子
（以上  株式会社アルメック）
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